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益
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ご参考資料 
 
１ 地域雇用開発促進法(抜粋) 

 
２ 地域雇用開発促進法の枠組み 

 
３ 地域雇用活性化推進事業（概要） 

 
 



昭和六十二年法律第二十三号 

地域雇用開発促進法 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 地域雇用開発指針及び地域雇用開発計画等（第四条―第六条） 

第三章 雇用開発促進地域に係る地域雇用開発のための措置（第七条―第九条） 

第四章 自発雇用創造地域に係る地域雇用開発のための措置（第十条―第十四条） 

第五章 雑則（第十五条―第十九条） 

第六章 罰則（第二十条―第二十三条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、雇用機会が不足している地域内に居住する労働者に関し、当該

地域の関係者の自主性及び自立性を尊重しつつ、就職の促進その他の地域雇用開

発のための措置を講じ、もつて当該労働者の職業の安定に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「地域雇用開発」とは、求職者の総数に比し雇用機会が不足

している地域について第三章及び第四章に定める措置を講ずることにより、地域的な

雇用構造の改善を図ることをいう。 

２ この法律において「雇用開発促進地域」とは、次に掲げる要件に該当する地域をい

う。 

一 自然的経済的社会的条件からみて一体である地域であること。 

二 その地域内に居住する労働者（十五歳以上の者に限る。）その他の就業の意思及

び能力を有する者として厚生労働省令で定める者の総数に対する当該地域内に居

住する求職者の数の割合が相当程度に高く、かつ、当該求職者の総数に比し著しく

雇用機会が不足しているため、当該求職者がその地域内において就職することが著

しく困難な状況にあること。 

三 前号に該当する状態が相当期間にわたり継続することが見込まれるものとして厚生

労働省令で定める状態にあること。 

四 その地域内に居住する求職者に関し第三章に定める地域雇用開発のための措置

を講ずる必要があると認められること。 

３ この法律において「自発雇用創造地域」とは、次に掲げる要件に該当する地域をい

う。 

一 一又は二以上の市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域であること。 

二 その地域内に居住する求職者の総数に比し相当程度に雇用機会が不足しているた

め、当該求職者がその地域内において就職することが困難な状況にあること。 



三 前号に該当する状態が相当期間にわたり継続することが見込まれるものとして厚生

労働省令で定める状態にあること。 

四 その地域内の市町村、当該地域をその区域に含む都道府県、当該地域の事業主

団体その他の地域の関係者が、その地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創

出を図る事業の分野及び当該分野における創意工夫を生かした雇用機会の創出（以

下「雇用の創造」という。）の方策について検討するための協議会を設置しており、か

つ、当該市町村が雇用の創造に資する措置を自ら講じ、又は講ずることとしているこ

と。 

五 その地域内に居住する求職者に関し第四章に定める地域雇用開発のための措置

を講ずる必要があると認められること。 

（責務） 

第三条 国は、雇用開発促進地域及び自発雇用創造地域における求職者の発生の状

況その他これらの地域における雇用の動向に的確に対処するため、これらの地域内

に居住する求職者、これらの地域内に所在する事業所に雇用されている労働者等に

ついて、地域雇用開発の促進に必要な施策を総合的かつ効果的に推進するように努

めなければならない。 

第二章 地域雇用開発指針及び地域雇用開発計画等 

（地域雇用開発指針） 

第四条 厚生労働大臣は、雇用開発促進地域及び自発雇用創造地域における地域雇

用開発の促進に関する指針（以下「地域雇用開発指針」という。）を策定するものとす

る。 

２ 地域雇用開発指針においては、国の雇用開発促進地域及び自発雇用創造地域に

おける地域雇用開発の促進に関する基本方針その他次条第一項の地域雇用開発

計画及び第六条第一項の地域雇用創造計画の指針となるべき事項について定める

ものとする。 

３ 厚生労働大臣は、地域雇用開発指針を策定しようとするときは、関係行政機関の長

と協議するものとする。 

４ 厚生労働大臣は、地域雇用開発指針を策定したときは、遅滞なく、これを公表するも

のとする。 

５ 前二項の規定は、地域雇用開発指針の変更について準用する。 

（地域雇用開発計画） 

第五条 都道府県は、地域雇用開発指針に基づき、当該都道府県内の地域であつて

雇用開発促進地域に該当すると認められるものについて、当該地域に係る地域雇用

開発の促進に関する計画（以下「地域雇用開発計画」という。）を策定し、厚生労働大

臣に協議し、その同意を求めることができる。 

２ 地域雇用開発計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 



一 雇用開発促進地域の区域 

二 雇用開発促進地域の地域雇用開発を促進するための方策に関する事項（当該雇

用開発促進地域内において行うべき第七条の規定に基づく助成及び援助に関する

事項を含む。） 

三 計画期間 

３ 地域雇用開発計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を

定めるよう努めるものとする。 

一 雇用開発促進地域における労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項 

二 雇用開発促進地域の地域雇用開発の目標に関する事項 

４ 都道府県知事は、地域雇用開発計画の案を作成するに当たつては、あらかじめ、関

係市町村長の意見を聴くものとする。 

５ 厚生労働大臣は、地域雇用開発計画が次の各号のいずれにも該当するものである

と認めるときは、その同意をするものとする。 

一 その地域雇用開発計画に係る地域が雇用開発促進地域に該当し、かつ、地域雇用

開発指針に適合するものであること。 

二 第二項第二号及び第三号に掲げる事項が地域雇用開発指針に適合するものであ

ること。 

三 その他地域雇用開発指針に照らして適切なものであること。 

６ 厚生労働大臣は、前項の規定による同意をしようとするときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議するとともに、第二項第一号に掲げる区域を管轄する都道府県労

働局に置かれる政令で定める審議会の意見を聴かなければならない。 

７ 都道府県は、地域雇用開発計画が第五項の規定による同意を得たときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

８ 都道府県は、第五項の規定による同意を得た地域雇用開発計画を変更しようとする

ときは、厚生労働大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

９ 第四項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。 

（地域雇用創造計画） 

第六条 市町村は単独で又は共同して、都道府県は当該都道府県の区域内の市町村

と共同して、地域雇用開発指針に基づき、当該市町村の区域又は当該都道府県の

区域内の市町村の区域であつて、自発雇用創造地域に該当すると認められるものに

ついて、当該区域に係る地域雇用開発の促進に関する計画（以下「地域雇用創造計

画」という。）を策定し、厚生労働大臣に協議し、その同意を求めることができる。 

２ 地域雇用創造計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 自発雇用創造地域の区域 

二 自発雇用創造地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る事業の分野

（第十二条第一項において「地域重点分野」という。）に関する事項 



三 自発雇用創造地域における雇用の創造に資する方策その他当該自発雇用創造地

域の地域雇用開発を促進するための方策に関する事項 

四 計画期間 

五 第二条第三項第四号に規定する協議会（以下「地域雇用創造協議会」という。）を構

成する事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合

若しくはその連合会であつて厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で第十二

条第二項第一号に規定する中小企業者を直接若しくは間接の構成員とするもの（厚

生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）（以下この号及び同項第二号にお

いて「事業協同組合等」という。）が同条第三項の規定により労働者の募集に従事し

ようとする場合にあつては、当該事業協同組合等に関する事項 

３ 地域雇用創造計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を

定めるよう努めるものとする。 

一 自発雇用創造地域における労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項 

二 自発雇用創造地域の地域雇用開発の目標に関する事項 

４ 市町村長（特別区の区長を含む。）又は都道府県知事は、地域雇用創造計画の案を

作成するに当たつては、あらかじめ、地域雇用創造協議会の意見を聴くように努める

ものとする。 

５ 厚生労働大臣は、地域雇用創造計画が次の各号のいずれにも該当するものである

と認めるときは、その同意をするものとする。 

一 その地域雇用創造計画に係る地域が自発雇用創造地域に該当し、かつ、地域雇用

開発指針に適合するものであること。 

二 第二項第二号から第五号までに掲げる事項が地域雇用開発指針に適合するもの

であること。 

三 その他地域雇用開発指針に照らして適切なものであること。 

６ 厚生労働大臣は、前項の規定による同意をしようとするときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議するとともに、第二項第一号に掲げる区域を管轄する都道府県労

働局に置かれる政令で定める審議会の意見を聴かなければならない。 

７ 市町村又は都道府県は、地域雇用創造計画が第五項の規定による同意を得たとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

８ 市町村又は都道府県は、第五項の規定による同意を得た地域雇用創造計画を変更

しようとするときは、厚生労働大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

９ 第四項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。 

 



自発雇用創造地域
(雇用創造に向けた意欲が高い地域）

【区域】市町村単位（単独又は複数）
【雇用情勢】有効求人倍率が全国平均
（１倍を超える場合は１。0.67未満
である場合は0.67。）以下又は有効
求人倍率が１未満であって人口減
少率が全国平均以上

【協議会の設置】市町村（都道府県）、
経済団体等を構成員とし、雇用機
会の創出を図る分野及び方策につ
いて検討する地域雇用創造協議会
の設置

【計画期間】３年以内 等

―

同
意―

〈
厚
生
労
働
大
臣
〉

－指針の策定－
＜厚生労働大臣＞

雇用開発促進地域
(雇用情勢が特に厳しい地域）

【区域】ハローワークの範囲を基本
（労働市場圏を想定）

【雇用情勢】有効求人倍率が全国平均
の３分の２（１以上の場合は１、
0.67未満の場合は0.67｡全国平均が
0.67未満の場合は全国平均）以下、
労働力人口に対する求職者割合が
全国平均以上

【計画期間】３年以内 等

地域雇用開発計画
・区域
・地域雇用開発の方策
・計画期間

等

－計画策定－

＜都道府県＞

↑
関係市町村の意見

地域雇用創造計画
・区域
・地域重点分野
・計画期間
・地域雇用開発の方策

等

＜市町村(＋都道府県)＞

↑
協議会の意見

・関係行政機関の
長に協議

・地方労働審議会
への付議

↓

↑
・関係行政機関の
長に協議

・地方労働審議会
への付議

－国の支援措置－

○地域雇用活性化推進事業

・地域雇用創造協議会から提案
される事業（雇用創出、能力
開発、就職促進等）の中から、
雇用創造効果の高いものをコ
ンテスト方式で選抜し、事業
の実施を当該協議会に委託
（最大３年度間、上限各年度４
千万（２以上の市町村が共同
で実施する場合には上限額を
引き上げ））

○労働者の委託募集に係る特例
措置

○地域雇用開発助成金

・計画区域内において事業所を
設置・整備し、地域求職者を
雇い入れる事業主への助成
（４８万円～９６０万円）

地域雇用開発促進法の枠組み
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①事業構想提案
支援

地域雇用創造協議会
（実線（上の２つ）は必須）

市町村（※）
（特別区を含む）

地域の経済団体

都道府県 外部有識者
（地元大学の教授等）

地域関係者

②選抜 ④評価

③委託

厚生労働省 事業選抜・評価委員会

都道府県労働局 地域雇用活性化支援アドバイザー

雇用機会が不足している地域や過疎化が進んでいる地域等による、地域の特性を生かした「魅力ある雇用」や「それを
担う人材」の維持・確保を図るための創意工夫ある取組を支援する

（※）複数の市町村での

実施も可能

Ｂ 人材育成の取組Ｂ 人材育成の取組

例：
地域農産品の知識・取扱い・加工等や
職業スキル（IT、接遇等）を学ぶ講習会
地域企業における職場体験講習 等

求職者向け

Ａ 事業所の魅力向上、
事業拡大の取組

Ａ 事業所の魅力向上、
事業拡大の取組

例：
新分野進出、販路拡大、生産性向上に
必要な技術、ノウハウを学ぶ講習会
雇用管理改善、職域開発の必要性・
手法等を学ぶ講習会
意欲ある企業が行う新分野進出等の
取組への伴走型支援 等

事業所向け

Ｃ 就職促進の取組
Ａ、Ｂを利用者した事業主・求職者やUIJターン就職希望者を対象に
ハローワークと連携した

面接会等によるマッチング

スキルアップ人材の確保魅力ある雇用の確保・拡大

【事業規模(委託費上限)】

各年度４千万円
複数の市町村で連携して実施する

場合、１地域当たり２千万円／年を

加算（加算上限１億円／年）

【実施期間】

３年度以内

【事業規模(委託費上限)】

各年度４千万円
複数の市町村で連携して実施する

場合、１地域当たり２千万円／年を

加算（加算上限１億円／年）

【実施期間】

３年度以内

【提案可能地域】

Ⅰ．雇用機会不足地域（次の①、②いずれかに該当する地域）
① 最近３年間（平均）又は最近１年間（平均）の地域の有効求人倍率が全国平均（１を超える場合には1.00。0.67未満である場合には0.67）

以下であること

② 最近３年間（平均）又は最近１年間（平均）の地域の有効求人倍率が１未満であって、最近５年間で人口が全国平均以上に減少していること

Ⅱ．過疎等地域
過疎地域自立促進特別措置法（平成12年３月31日法律第15号）による過疎地域や重大な災害の被害を受けた地域として厚生労働大臣が別途定める地域

【提案可能地域】

Ⅰ．雇用機会不足地域（次の①、②いずれかに該当する地域）
① 最近３年間（平均）又は最近１年間（平均）の地域の有効求人倍率が全国平均（１を超える場合には1.00。0.67未満である場合には0.67）

以下であること

② 最近３年間（平均）又は最近１年間（平均）の地域の有効求人倍率が１未満であって、最近５年間で人口が全国平均以上に減少していること

Ⅱ．過疎等地域
過疎地域自立促進特別措置法（平成12年３月31日法律第15号）による過疎地域や重大な災害の被害を受けた地域として厚生労働大臣が別途定める地域

魅力ある雇用の確保を図る講習会等の
実施

地域の人材ニーズ等を踏まえた求職者の
能力開発や人材育成を図る講習会等の
実施

《事業スキーム》

地域の課題・実情や地域企業、求職者の

ニーズ・シーズを把握した上で、事業構想を

策定

《目的》

合同企業説明会・就職面接会
ＳＮＳによる情報発信（講習会、地域情報）等

地域が提案する事業構想の中から、「魅力ある雇用や

人材の維持・確保効果が高いと認められるもの」や

「地域の産業及び経済の活性化等が期待できるもの」

をコンテスト方式で選抜
中央地域雇用活性化支援アドバイザー

地域雇用活性化推進事業


